
東海地震、東南海・南海地震、宮城県沖地震等では、大規模な津波の発生が危惧され
ている。津波による被害を軽減するためには避難路の整備や津波の影響を受けない
安全な高規格幹線道路の整備が必要。

○津波からの避難路整備

地方公共団体等が実施する津波からの避難路の整備を促進する必要あり。

○津波対策

避難時間を１５分から６分に短縮する避難経路を整備。

コンクリート製の
階段と通路

住民が「木橋」を作った後に、

町が500万円を支出し建設。

住民が自らつくった「木橋」

枕木に角材を並べた。

費用は５０万円。

写真．町が建設した避難路写真．住民がつくった避難路
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幅2ｍ
長さ 32ｍ

幅2m
長さ40m

斜面

幅２ｍ
長さ 74.5m

総合運動公園 ［新たに作られた経路］
想定の地震に対し最悪の場合、津波はおよそ10分で到達

＜和歌山県串本町における整備事例＞

和歌山県資料をもとに作成

従前の避難経路

所要時間 約15分

町と住民で新たに
つくった避難経路

所要時間 約6分



東海地震、東南海・南海地震、宮城県沖地震等では、大規模な津波の発生が危惧さ
れている。津波による被害を軽減するためには避難路の整備や津波の影響を受けな
い安全な高規格幹線道路の整備が必要。
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○津波の影響を受けない安全な高規格幹線道路の整備
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図．近畿自動車道紀勢線 那智勝浦道路の事例

重要沿岸域を通る直轄国道3,910ｋｍのうち、680ｋｍ（17％）で津波による浸水のおそれ。
津波浸水域となる海岸沿いを避け、山側を通行する高規格幹線道路等の整備を推める必要あり。

○津波対策



豪雨や地震に伴い発生する道路の崩壊等への対策は、約３割の進捗。
被災による交通の寸断や集落の孤立を防ぐための対策が必要。

○豪雨・台風等による道路災害（平成17年9月 台風14号）

写真．平成１７年台風１４号による国道の被災状況
椎原村全体が一時孤立（１，２７４戸、平成１７年９月５日～９月９日）

○道路斜面等の対策の進捗状況（平成16年度末、単位：箇所数）

※平成８年度道路防災総点検によるもの。
対象道路は、高速自動車国道、首都高速道路、阪神高速道路、本州四国連絡道路、一般国道、

都道府県道、主要な市町村道 （有料道路含む）

○危険区間を回避する道路の整備

道路斜面への対策工法では十分な対策を講じることができ
ない区間について、トンネル等により別ルートを整備。

図．新潟県中越地震により大規模に被災した国道291号（直轄権限代行）

○道路斜面対策等

71,00031％32,000103,000全国

進捗率
H17以降残うち、完了

要対策

（単位：箇所数）

道路斜面等の対策進捗率は約３割。
地域間を結ぶ幹線道路や、異常降雨等による事前通行規
制区間等を中心に、重点的に対策を行う必要あり。

一般国道２６５号（椎葉村下福良） 一般国道５０３号（諸塚村飯干峠）

トンネル区間

至魚沼市
国道２９１号

大規模な斜面崩壊 等



■路線名 一般国道５６号
■区間名 高知県高岡郡中土佐町久礼（Ｌ＝６．１ｋｍ）
■交通量 約１１，０００台／日（H11センサス）
■対策概要 吹付法枠・アンカー工・ロックボルト工・ロックネット工・落石防護柵工・堰堤工など
■事前通行規制基準 連続雨量３００mm以上 → 事前通行規制区間解除（平成１５年５月３０日）
■効果 通行規制１１回１６９時間（解除前10年間） → 事前通行規制無し

○位置図

○対策状況

急斜面における防護柵工等の実施

○道路斜面対策等（対策効果）

高知新聞（平成１５年５月３１日朝刊）



積雪寒冷地域における冬期の道路交通の安全を確保するためには、除雪、防雪及び
凍雪害防止等の雪寒事業の重点的な推進が必要。

○冬期道路交通の確保（除雪、防雪等の雪寒事業）

写真：歩道の積雪のため車道を歩行せざるをえない状況
（新潟県上越市内）

写真：降雪により歩道の空間が狭くなっている状況

（新潟県十日町市内、国道１１７号）

写真：雪崩による道路寸断状況

（岩手県雫石町内、国道４６号）

写真：路肩の堆雪によりすれ違いが困難になっている状況

（秋田県秋田市内の市道）



積雪寒冷地域における冬期の道路交通の安全を確保するためには、除雪、防雪及び
凍雪害防止等の雪寒事業の重点的な推進が必要。

○除雪事業 ○防雪事業

○冬期道路交通の確保（除雪、防雪等の雪寒事業）

写真：除雪車による除雪作業

写真：スノーシェッド写真：雪崩防止柵

写真：防雪柵の設置による道路上の地吹雪の抑制

設置前 設置後

写真：
消融雪施

設による
歩道融雪

○防雪事業の効果

写真：
地域住民に

よる除雪
（流雪溝）



○平年における道路の除雪費 ○近年の主な災害における被害額
（土木施設及び一般被害額）

○冬期道路交通の確保（道路の除雪費について）

※国土交通省道路局調べ

約1,430億円

約700億円

約370億円

約160億円

約200億円

平年の
年間除雪費

約930億円

（平年の年間除雪
費の約7割）

約430億円

約310億円

約110億円

約80億円

今冬の除雪費

（1月10日迄）

合計

市町村道

道府県管理道路

直轄国道

高速道路

道路種別

※国土交通省道路局調べ

・土木施設の被害額は、河川、ダム、海岸、砂防、道路（高速道路含む）、

橋梁、下水道、港湾、鉄道等によるものを合算。

・一般被害額は、都道府県による推計値や水害統計速報値等より算出。

約2,120億円約958億円
平成16年新潟・福島豪雨
（平成16年7月12日～18日）

約1兆5,206億円

約1,770億円

約2,704億円

約3,150億円

約940億円

土木施設の被害額

（国土交通省所管）

約10兆574億円
（参考）

兵庫県南部地震

（平成7年1月17日）

3,310～3,750億円
平成17年台風14号
（平成17年9月6日～8日）

約3兆円
新潟県中越地震

（平成16年10月23日）

約6,900億円
平成16年台風23号
（平成16年10月18日～21日）

約2,700億円
平成16年台風16号
（平成16年8月30日～31）

（備考）

一般被害額（推計）

○今冬2月15日迄の累加降雪深は既に平年の年間降雪

深の約1.3倍。

○今後、降雪が平年並みに推移すれば、3月末には平

年の年間降雪深の約1.5倍となる見込み。

道路の除雪費と災害時の土木施設の被害額との比較

（平年とは豪雪年のH12、H16年度を除く過去10年間の平均）

○累加降雪深（全国の積雪寒冷地域103地点の平均値）

・平年 3月末 ３２４ｃｍ

・今冬 2月15日現在 ４２４ｃｍ［平年3月末の約1.3倍］

・今冬 3月末見込 約５００ｃｍ［平年3月末の約1.5倍］

（今後平年並みの降雪で推移した場合）



会議室・駐車場等を被災さ
れた方の避難場所として活
用。（「越後川口」「瀬替えの
郷せんだ」「クロス１０十日
町」）

被災地周辺の道の駅におい
ても、利用者に被災地の情報
を提供。（道の駅「豊栄」）図．「道の駅」の防災拠点としてのイメージ

○防災拠点としての「道の駅」活用イメージ

避難場所

水

電 気 通 信

トイレ

防災拠点化

避難場所

水

電 気 通 信

トイレ

防災拠点化 ＜被災地域＞

＜周辺地域＞

○新潟県中越地震における「道の駅」活用事例

津波による被害が想定される沿岸部においては、高台等の安全な場所への一刻も早い
避難が必要。地震や津波等の災害に対応するため、「道の駅」を防災拠点として活用。

○「道の駅」の防災拠点化

※全国の「道の駅」は８３０駅（平成１７年８月現在）。



自然災害発生直後には、道路の通行止め状況等の情報に対する道路利用者等からの
ニーズが急増。道路の通行止め等に関する情報提供を迅速に行うことが必要。

○道路利用者への情報提供

通行禁止

応急復旧済み

通行禁止

応急復旧済み

（Ｈ１７．３．７時点）

※平成１６年１０月２６日より道路局ＨＰに掲載

図．ゆきみち情報
（携帯電話を利用した情報提供の例、郡山国道事務所）

写真．道路情報板による情報提供
（仙台河川国道事務所での取り組み。
写真は、津波警報発令状況イメージ）

図．新潟県中越地震における一般国道及び県道の
通行禁止区間の表示
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○平成１６年台風21号における事例○新潟県中越地震における事例

新潟県中越地震で関越道が通行止めの際、磐越道と
上信越道が迂回ルートとして活用。

台風21号により四国東西方向の高速道路、国道、ＪＲが寸断し
た際、しまなみ街道や山陽道が迂回ルートとして活用。

関越道

磐越道

上信越道

新潟

東京

郡山

長野

高崎

上越

通行止通行止
約６割増

約４割増

大規模災害により道路が寸断された場合でも代替路を確保し、社会・経済への被害を
最小限にとどめるためには、広域的な道路ネットワークの整備が必要不可欠。

○災害時における道路のネットワーク効果




